
まち・ひと・しごと創生の
取り組みについて
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（１）わが国がまち・ひと・しごと創生で目指すもの

①２００８年に始まった人口減少は、今後加速度的に進む。

②人口減少による消費・経済力の低下は、日本の経済社会
に対して大きな重荷となる。

③国民の希望を実現し、人口減少に歯止めをかけ、2060年に
１億人程度の人口を確保する。

④まち・ひと・しごと創生は、人口減少克服と地方創生をあわせ
て行うことにより、将来にわたって活力ある日本社会を維持
することを目指す。

国が掲げる「まち・ひと・しごと創生」とは
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（２）なぜ、まち・ひと・しごと創生か

①人口減少問題は地域によって状況や原因が異なる。

②大都市における超低出生率・地方における都市への人口流出

と低出生率が日本全体の人口減少につながっている。

③東京一極集中を是正し、若い世代の結婚・子育て希望を実現

することにより人口減少を克服。

④地域特性に応じた処方せんが必要。

国が掲げる「まち・ひと・しごと創生」とは

人口移動
（若年層中心）
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「しごと」と「ひと」の好循環を実現するための、４つの目標

①地方における安定的な雇用を創出する
②地方への新しいひとの流れをつくる
③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
④時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、
地域 と地域を連携する

国の総合戦略における基本的な考え方

4



PDCAサイクルを本格的に
稼働させつつ、 実行へ

２０１９（Ｈ３１）年度

国の「総合戦略」と
「地方版総合戦略」
の目標年次

○「情報支援」
地域経済分析システムを
開発・提供
○「人的支援」
相談窓口となる地方創生
コンシェルジュの選任

○「財政支援」
緊急経済対策や地方
財政措置等

地方公共団体を支援

我が国の人口の将来展望を

示す「長期ビジョン」と
５か年の「総合戦略」の策定

「地方人口ビジョン」と
５か年の「地方版総合戦略」 を
策定・実行

２０１４（Ｈ２６）年１２月 ２０１５（Ｈ２７）年～

設定したKPIに基づき、政策の進捗状況に
ついて検証・改善

各地方公共団体

「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立し、
それを支える「まち」に活力を取り戻す

活力ある日本社会
の維持に向けて
政策の効果検証

国

国・地方における総合戦略の今後の進め方
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①総合戦略の策定に先立ち、総合戦略に掲げる施策の根幹である
人口の現状分析と将来展望を行い、人口ビジョンとしてまとめる。

②人口ビジョンの対象期間は、平成７２（２０６０）年までとする。

③総合戦略は、市政運営の最上位計画である総合計画の推進に
資する個別計画として位置付け、総合計画の考え方と整合性を
図り策定する。

④草津市まち・ひと・しごと創生総合戦略の計画期間は、

平成２７年度から平成３１年度までとする。

草津市版総合戦略の位置付けと計画期間

まち・ひと・しごと創生法第１０条

「市町村は、まち・ひと・しごと創生総合戦略を定めるよう努めなければならない。」

→人口の現状および将来の見通しを推計したうえで、近い将来訪れる人口減少局面
に対応するとともに、本市がさらに魅力的で、持続可能なまちであり続けるための取り
組みを推進していくために、「草津市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定する。
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①すべての都道府県及び市町村は、平成２７年度中に、
「地方人口ビジョン」「地方版総合戦略」の策定に努める。

②地域経済分析システム（ビッグデータ）等を活用し、地域
特性を把握した効果的な政策立案。

③明確な目標とKPI（重要業績評価指標）を設定し、PDCA
サイクルによる効果検証・改善。

④地方公共団体を含め、産官学金労言※、女性、若者、
高齢者などあらゆる人の協力・参画を促す。

⑤地方議会も策定や検証に積極的に関与。

⑥各々の地域での自律的な取組と地域間連携の推進。

国が示す地方版「人口ビジョン」「総合戦略」策定のポイント

※（産）産業界、（官）地方公共団体や国の関係機関、（学）大学等の高等
教育機関、（金）金融機関、（労）労働団体、（言）メディア。
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草津市における総合戦略の検討体制（イメージ）
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平成２７年１月
○草津市まち・ひと・しごと創生本部会議設置
○地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金への対応
協議、決定

平成２７年２月～
○本部会議開催（スケジュール・交付金等に関する協議、
庁内事業照会について 他）

平成２７年３月～
○第１回幹事会開催（人口ビジョンに関する協議 他）

平成２７年５月
○草津市まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会の設置

草津市のこれまでの主な取り組み（H26年度～）
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地方の積極的な取組を

支援する自由度の高い

交付金を先行的に創出

（26年度補正予算）

目的

地方公共団体（都道府県及び市町村）が実施する、地域における消費喚起策やこれに
直接効果を有する生活支援策に対し、国が支援

草津市における対象事業

①プレミアム付商品券発行事業補助金

地域消費喚起・生活支援型趣旨

目的

地方公共団体（都道府県及び市町村）による地方版総合戦略の円滑かつ有効な策定と、
これに関する優良施策等の実施に対し、国が支援

草津市における対象事業

①まち・ひと・しごと創生総合戦略策定事業

②セールスプロモーション支援事業

③民設児童育成クラブ事業

④就学前教育・保育に関する支援事業

⑤ＩＣＴ支援員配置事業

地方創生先行型

地域住民生活等緊急支援のための交付金の概要（国の財政支援）
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平成２７年５月～
○草津市まち・ひと・しごと創生本部会議
○草津市まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会

平成２７年７月
○人口ビジョンとりまとめ

平成２７年１０月
○審議会からの答申、総合戦略（案）策定

平成２７年１１月
○パブリックコメントの実施（平成２７年１２月まで）

平成２８年３月
○総合戦略策定

本市の策定スケジュール（予定）
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内閣府資料より
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内閣府資料より
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